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は じ め に 

 

部活動は、スポーツ・文化芸術に興味・関心のある同好の生徒が自主的・自発的に参加し、

各部活動の責任者（顧問）の指導の下、学校教育の一環として行われ、教師の献身的な支え

により、我が国のスポーツ・文化芸術振興を担ってきました。 

 また、体力や技能の向上を図る目的以外にも、異年齢との交流の中で、生徒同士や生徒と

教師等との好ましい人間関係の構築を図り、学習意欲の向上や自己肯定感、責任感、連帯感

の涵養に資するなど、学校という環境における生徒の自主的で多様な学びの場として、教育

的意義が大きい活動となっています。 

 

 しかし、少子化が進展する中、部活動を従前と同様の体制で運営することが難しくなって

きており、学校によっては存続が厳しい状況にあります。また、専門性や意思に関わらず教

師が顧問を務めるこれまでの指導体制を継続することは、学校の働き方改革が進む中、より

一層厳しくなると考えられます。 

 

 これらのことから、スポーツ庁及び文化庁では、令和４年１２月に「学校部活動及び新た

な地域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライン」を策定し、公立中学校におい

て、学校部活動の維持が困難となる前に、学校と地域との連携・協働により、生徒のスポー

ツ・文化芸術活動の場として、新たに地域クラブ活動を整備する必要があること、そして、

地域における新たなスポーツ・文化芸術環境の整備については、まず、休日における地域の

環境整備を着実に進めること、また、平日における環境整備については、できるところから

取り組むことが考えられると示しました。 

 

 また、青森県教育委員会では、令和５年４月に「青森県公立中学校における休日の部活動

の地域移行推進計画」を策定し、教職員、生徒、保護者及び地域の理解の下、県内公立中学校

における休日の部活動の地域移行について全ての市町村が足並みを揃えて取り組むよう示し

ました。 

 

 部活動については、階上町においても、少子化に伴って部活動設置数の減少が進んでおり、

今後も少子化の解消が見込まれないことから、生徒のニーズに合ったスポーツ・文化芸術活

動の機会を確保できるようにするためには、地域で子どもたちを育てる体制を構築した上で、

休日の部活動の地域移行を推進していくことが必要です。 

 

階上町教育委員会では、本計画に基づき、学校や保護者をはじめとする地域の関係者の皆

様との連携を図りながら様々な取組を進めて参りますので、御理解と御協力をお願いします。 

 

令和７年３月 

                         階上町教育委員会 

                            教育長 濱浦 幸夫 
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１ 部活動の意義や課題 

(1)  部活動の意義 

部活動は、スポーツ・文化芸術に興味・関心のある同好の生徒が自主的・自 

   発的に参加し、各部活動の責任者（以下「顧問」という。）の指導の下、学校教 

   育の一環として行われ、教師の献身的な支えにより、我が国のスポーツ・文化 

芸術振興を担ってきた。 

  また、体力や技能の向上を図る目的以外にも、異年齢との交流の中で、生徒 

 同士や生徒と教師等との好ましい人間関係の構築を図り、学習意欲の向上や自 

己肯定感、責任感、連帯感の涵養に資するなど、学校という環境における生徒 

の自主的で多様な学びの場として、教育的意義が大きい活動となっている。 

  さらに、部活動は、生徒、保護者及び地域が学校への信頼感を高めることに 

 つながっており、学校の一体感や愛校心の醸成にも大きく貢献してきた。 

 

(2)  部活動の位置付け 

ア 中学校学習指導要領（平成２９年７月）に「生徒の自主的、自発的な参加 

 により行われる部活動については、スポーツや文化、科学等に親しませ、学 

習意欲の向上や責任感、連帯感の涵養等、学校教育が目指す資質・能力の育 

成に資するものであり、学校教育の一環として、教育課程との関連が図られ 

るよう留意すること。」と示されている。 

 

イ 部活動は、教育課程外の活動であり、その設置・運営は学校の判断により 

 行われるものであるが、学校部活動を実施する場合には、その本来の目的を 

十分に果たし、生徒にとって望ましいスポーツ・文化芸術環境となるように 

する必要がある。 

 

ウ 中央教育審議会答申（平成３１年１月）では「部活動の設置・運営は法令 

 上の義務ではなく、学校の判断により実施しない場合もあり得る。実施する 

場合には学校の業務として行うこととなる。」と示されている。 

 

(3) 部活動に係る課題 

少子化が進展する中、部活動を従前と同様の体制で運営することが難しくな 

   ってきており、学校や地域によっては存続が厳しい状況にある。また、専門性 

や意思に関わらず教師が顧問を務めるこれまでの指導体制を継続することは、 

学校の働き方改革が進む中、より一層厳しくなる。 

  このことから、生徒の豊かなスポーツ・文化芸術活動を実現するためには、 

 学校・家庭・地域の連携・協働により、学校部活動の在り方に関し速やかに改 

革に取り組み、生徒や保護者の負担に十分配慮しつつ、持続可能な活動環境 

を整備する必要がある。 



2 

 

２ 部活動の課題に対する国・県の動向等 

(1)  国の動向 

ア スポーツ庁及び文化庁では、令和２年９月１日付けの「学校の働き方改革 

 を踏まえた部活動改革について」により、部活動の教育的意義を踏まえつつ、 

 更なる学校の働き方改革を実現するため、令和５年度以降、休日の部活動の 

段階的な地域移行を図ることとし、地域部活動を推進するための実践研究を 

実施することを各都道府県等へ通知した。 

 

イ 令和４年６月及び８月、スポーツ庁及び文化庁が設置した検討会議（有識 

 者会議）から、少子化の中でも将来にわたり、我が国の子どもたちがスポー 

ツ・文化芸術に継続して親しむことができる機会を確保するための方策とし 

て、部活動の地域移行に関する提言が示された。これを踏まえ、スポーツ庁 

及び文化庁は、部活動の地域連携並びに地域の運営団体・実施主体による地 

域スポーツクラブ活動及び地域文化クラブ活動への移行に取り組むため、令 

和４年１２月に「学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する 

総合的なガイドライン」（以下「国のガイドライン」という。）を策定し、各 

都道府県等へ通知した。 

 

(2)  国のガイドラインで示された休日の部活動の地域移行の考え方 

ア 部活動の地域クラブ活動への移行等に向けた環境整備 

例えば、以下のような体制の整備を段階的に進めることが考えられる。 

(ｱ) 市区町村が運営主体となるなどにより、スポーツ・文化芸術団体等と 

連携して、学校施設を活用して行われる活動に、指導者を派遣する体制 

(ｲ) 地域のスポーツクラブなど多様な運営団体・実施主体が、社会体育・ 

教育施設や文化施設、自らの保有する施設を活用して、多様な活動に親 

しむ機会を確保し、中学校等の生徒が参加する体制 

なお、直ちに前記(ｱ)･(ｲ)のような体制を整備することが困難な場合に 

は、当面、部活動の地域連携として、必要に応じて拠点校方式による合同 

部活動を導入する等により、生徒の活動環境を確保することが考えられ 

る。 

 

イ 地域クラブ活動の在り方等 

新たに整備する地域クラブ活動は、学校と連携し、学校部活動の教育的意 

    義を継承・発展しつつ、スポーツ・文化芸術の振興の観点からも充実を図る 

ことが重要である。 

   また、活動に当たっては、生徒の心身の成長に配慮して、健康に生活を送 

  れるよう、部活動に準じた休養日や活動時間の基準を原則とし、運営団体・ 

実施主体と学校を中心とした関係者が連携し、休養日や活動時間の調整を 
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図ることが必要である。 

 

ウ 国及び都道府県・市区町村の役割 

(ｱ) 国は、令和５年度から令和７年度までの３年間を改革推進期間と位置付 

けて支援を行う。また、各都道府県及び市区町村は、地域スポーツ・文化 

芸術環境整備のための取組として、休日の部活動の段階的な地域連携・地 

域移行を進める。 

   (ｲ) 国、都道府県及び市区町村は、改革推進期間終了後に、部活動の地域ク 

ラブ活動への移行等に向けた環境整備に係る進捗状況等を評価・分析し、 

継続して地域のスポーツ・文化芸術環境の充実に取り組む。 

(ｳ) 都道府県は、休日の部活動の段階的な地域移行等に関する実践・実証事 

業等の成果の普及を図るとともに、市区町村における取組の進捗状況を把 

握し、市区町村等に対して必要な指導助言、支援を行う。 

 

エ 部活動の地域クラブ活動への移行等に係る推進計画の策定等 

都道府県及び市町村は、例えば推進計画の策定等により、地域のスポーツ・ 

   文化芸術団体、学校、保護者等の関係者に対し、取組の背景や地域におけるス 

ポーツ・文化芸術環境の方針、具体的な取組の内容、生徒自身や地域社会に対 

し見込まれる効果、スケジュール等について分かりやすく周知し、理解と協力 

を得られるよう取り組む。 

 

オ 検討体制の整備 

部活動の地域クラブ活動への移行等について、都道府県及び市区町村は、首 

長部局や教育委員会の中の地域スポーツ・文化振興担当部署や社会教育・生涯 

学習担当部署、学校の設置・管理運営を担う担当部署、地域スポーツ・文化芸 

術団体、学校、保護者等の関係者からなる協議会等を設置するなどにより、関 

係者が連携・協働して取り組む必要がある。 

 

(3)  県の動向 

ア 県では、平成３１年度から学校における運動部活動推進事業に取り組み、 

  児童生徒のスポーツ活動及び部活動の指導体制の充実を目的に、運動部活動 

の指導者をはじめ、学校管理職、各種教育団体等を対象に「運動部活動の在 

り方に関する研修会」を開催し、令和２年度から中学校における休日の部活 

動の段階的な地域移行について、情報発信をしている。 

 

イ 令和３年度から国の委託事業を活用して、県立三本木高等学校附属中学校 

 をモデル校として、休日の部活動の地域移行に向けて、それぞれの部活動に 

おいて、移行する運営団体等及び指導者確保など、地域の実態に合わせた対 

策について実践研究を行っている。 
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ウ 令和４年１１月に市町村の担当者等を対象に「地域運動部活動推進に関す 

 る部活動担当者協議会」を開催し、国や県及び各地域の取組状況等について 

情報共有を図るとともに、それぞれの地域における課題を協議した。 

 

エ 国のガイドラインの策定を受けて、令和５年４月に「青森県公立中学校に 

 おける休日の部活動の地域移行推進計画」（以下「県の推進計画」という。） 

を策定した。 

 

(4)  県の推進計画で示された休日の部活動の地域移行の考え方 

ア 休日の部活動の地域移行については、生徒や保護者の理解を得るためにも、 

県内の各市町村が足並みを揃えて進めていく必要がある。また、国が示す改 

革推進期間（令和５年度から令和７年度まで）においては、国の事業の活用 

などにより、各市町村の取組の支援が可能である。これらのことから、県内 

において生徒が生涯にわたってスポーツ・文化芸術活動に関わることができ 

る基盤を確立するとともに、持続可能なスポーツ・文化芸術の振興が図られ 

るようにするため、休日の部活動の地域移行に取り組むものとする。 

 

イ 県内全ての市町村において、部活動の地域移行について検討し、令和７年 

 度末までには部活動ごとの課題と必要な対策を整理した上で、可能な部活動 

から地域移行を開始する。 

地域移行の実施が困難な部活動については、当面の対応として、多様な活

動を実施することや、他年代の活動に参加できる体制づくりを含めた合同部活 

    動や地域連携の方法を検討する。その上で、引き続き地域移行に向けた課題 

の解消方策について検討する。 

 

ウ 県は、「地域クラブ活動推進に関する市町村担当者協議会」を開催し、国の 

 動向や他都道府県の先行事例、各市町村における取組状況や課題検討の実施 

方法等について情報共有を図るなど、各市町村の取組を支援する。 

 

エ 地域クラブが指導者を確保するための人材バンクを設置するとともに、地 

 域スポーツクラブ活動体制推進事業により、関係者との連絡調整・指導助言 

等の体制や運営団体・実施主体の整備、指導者の資質向上等に向けて各市町 

村を支援する。 

 

オ 県立三本木高等学校附属中学校の部活動の地域移行に向け、地域クラブの 

 体制整備についての実践研究に取り組み、可能な部活動から休日の部活動を 

地域クラブに移行する。 

 

カ 市町村は、休日の部活動の地域移行に向け、地域スポーツ・文化振興担当 
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 部署や社会教育・生涯学習担当部署、学校の設置・管理運営を担う担当部署、 

 地域スポーツ・文化芸術団体、学校、保護者等の関係者で構成する検討委員 

会を設置する。 

検討委員会では、各学校の休日の部活動の地域移行に向けて、指導者の確 

    保や受け皿となる運営団体等の有無などの実態を把握するとともに、地域の 

関係団体等と連携して、県の推進計画を参考に、地域移行に向けた推進計画 

（方針等）を策定する。 

 

   キ 共通理解を図るための情報発信 

     カの推進計画（方針等）について、市町村は学校とともに、教職員、生徒・ 

保護者、地域に対して、説明会等の実施などにより、情報を発信し理解を図 

る。 
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３ 階上町における部活動の状況 

(1) 児童生徒数の推移（令和６年５月現在） 

階上町の児童生徒数は、平成１５年から令和６年までの２１年間で、小学生 

   は 566人（51.8％）、中学生は 308人（56.4％）、合計 874人（53.3％）の減少 

となっている。令和１１年の児童生徒数は 683人と推計され、今後も少子化が 

進み、減少が続くものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   また、同じ期間で学校別生徒数の推移を見ると、階上中学校は 194名（約 

49.7％）、道仏中学校は 114名（約 73.1％）の減少となっており、両中学校間

での生徒数の開きが年々大きくなってきている。 
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(2) 部活動設置状況（令和６年５月現在） 

学校ごとの部活動設置状況は、近年の生徒数減少に伴い減少傾向にあり、道 

仏中学校では文化部の設置がない状況である。 

また、運動部の団体競技においては、部員が集まらず大会への参加が難しい 

状況となることが予想される。 

部活動設置数が少ないため、生徒の選択肢が少ない状況にあると言える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 部活動加入状況（令和６年５月現在） 

    町内中学校では、生涯にわたって体や心の健康を保つための基礎力をつける 

   大事な時期となる中学生期における、部活動の大切さを保護者及び生徒へ説明 

した上で、なるべく部活動に所属するよう薦めているため、ほぼ全生徒が部活動 

へ加入している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 運動部 文化部 

学校名 
 

野球 サ ッ カ ー バスケ  陸上 
ソフト

テニス 卓球 体操 吹奏楽  文芸 

階上中 

男
子 

● ●※ 
● 

● 
●   

● ● 
女
子 ● ● ● ● 

道仏中 

男
子 

● 
  

● 
     

女
子  ● ●     

 運動部 文化部  

学校名  野球 サッカー バスケ 陸上 
ソフト

テニス 卓球 体操 吹奏楽 文芸 合計 

階上中 

男
子 20 4 25 13 19   3 7 91 

女
子 1 2 24 7 20 8 5 14 23 104 

合計  21 6 49 20 39 8 5 17 30 195 

道仏中 

男
子 14   12      26 

女
子 0  7 0 9     16 

合計  14  7 12 9     42 

（単位：人） 

※階上中 無所属１名 

※階上中サッカー部は令和６年度中に廃部となる方向である。 
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４ 階上町における部活動の地域移行の必要性 

  ３の(2)に記載したとおり、運動部活動においては、町内においても少子化に伴 

い、部活動数の減少が進んでいる。また、文化部においては、道仏中学校では設置 

がない状況であり、学校の部活動において、生徒の選択肢が少なく、ニーズに応じ 

たスポーツ活動・文化芸術活動の機会の確保が困難となってきている。 

  これらのことから、階上町においても、今後大幅に生徒数が増えることはないと 

 見込まれる中、生徒のニーズに合ったスポーツ・文化芸術活動の機会を確保するた 

 めには、学校・家庭・地域で子どもを育てる体制を構築した上で、休日の部活動の 

 地域移行を段階的に推進していく必要がある。 

 

５ 階上町教育委員会のこれまでの取組 

(1) 小学校スポーツ活動中学校運動部活動方針の策定 

    町では、少子化に伴う児童生徒数及び教職員数の減少により、これまでと同 

   様の体制で部活動・スポーツ活動を維持することが難しくなってきていること 

を踏まえ、児童生徒にとって望ましい環境を構築し、適切に部活動・スポーツ 

活動が実施されるよう、令和２年３月に、「階上町小学校スポーツ活動中学校運 

動部活動方針」を策定した。（文化部についても、この方針に準じて実施するこ 

ととした。） 

 

(2) 部活動地域移行に関する検討委員会 

町内中学校の部活動の現状把握や、地域の課題を関係者間で情報共有し、子 

   どもたちが少子化の中でも将来にわたり、スポーツ・文化芸術に継続して親しむ 

   ことができる機会を確保するための方策を検討するため、階上町立中学校部活 

動地域移行に関する検討委員会を、令和５年６月から年間４回開催した。 

 

６ 階上町における休日の部活動の地域移行に係る今後の取組等 

(1) 基本的な考え方 

ア 生徒にとって望ましい持続可能なスポーツ・文化芸術活動の環境づくりの 

 ために、学校・家庭・地域との連携・協働により学校部活動の在り方に関し速 

 やかに改革に取り組む必要がある。 

 

イ 令和５年度から７年度までの３年間をスポーツ庁・文化庁が改革推進期間 

と位置付けて支援していることを活用し、階上町においても未来の子どもた 

ちの豊かなスポーツ・文化芸術活動の実現のため、地域移行を検討する必要 

がある。 
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ウ まずは、休日の部活動について令和７年度末までに検討を進め、体制が整い 

次第、町内中学校の生徒が１つのチームとして大会に参加するため、地域クラ 

ブ活動又は合同部活動などの地域連携を含めた段階的な地域移行を実施する。 

平日の部活動については、休日の部活動の地域移行の検証で得た成果を生か 

しながら、できるところから取り組むこととする。 

 

 (2) 休日の部活動の地域移行に向けた対応 

   ア 休日の部活動の地域移行の検討のため、学校、保護者等関係者で構成する 

検討委員会を設置する。 

 

   イ 休日の部活動の地域移行に向けて、地域の現状を把握し、課題について検 

    討した上で、推進計画を策定する。 

 

ウ 推進計画について、教職員、生徒、保護者、地域に対して、説明会等の実施 

などにより情報を発信し、理解を図る。 

 

エ 部活動ごとの課題と必要な対策を整理した上で、地域の関係団体の協力を 

得ながら、地域移行に向けて指導者を含めた受け皿となる運営団体について 

検討する。 

 

オ 地域移行実施については、中体連等の関係機関の動向も見ながら、課題解 

 決のための方策について協議し、休日の地域移行を最終目標とした１つのス 

 テップとして合同部活動の実施についても検討する。 

 

(3) 取組スケジュール 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度以降 

階上町 

    

  ★活動体制や内容が変わる際には、必要に応じて保護者・教職員等の関係者への 

   説明等を行う。 

改革推進期間 

休日の地域移行検討 

（指導者、運営団体、合同部活動検討等） 

保護者 

説明会 

推進計画 

策定 

体制が整い次第、休日の地域移行実施 
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７ 想定される課題と対応策について 

項 目 課 題 対 策 

(1)指導者の確保 

と資質 

・指導者を探すのはとても大変である。 

・指導者となる地域の方もそれぞれ仕事

をしているので、土日が休日とは限ら

ない。部活動と時間が合わない。 

・指導者の仕事の都合などで、急に指導

に来られなくなることもある。 

・大学生の活用について十分な検討が必

要である。 

・指導者の資格、人格も考慮しなければ

ならない。 

・指導者への報酬をどのように捻出する

か。 

・競技団体から派遣する。 

・大学生を任用する。 

・指導を望む教員の兼職兼業に

よる指導 

・指導者への研修機会を確保す

る。 

・指導者報酬の財源を確保する。 

(2)指導方針の 

連携 

・平日と休日で部活動の練習内容や方針

などが変わると子どもたちが戸惑う。 

・平日担当の教員と休日担当の指導者の

密な連携が必要である。 

・チームの状態や個々の生徒の状態につ

いても情報共有が必要である。 

・学校と指導者との情報共有、連

携体制づくり。 

 

(3)運営主体の 

体制整備 

・指導者が指導以外の保護者対応や事務

作業を行うのは負担が大きい。 

・事故があったときの責任の所在 

・随時指導者の補充ができる体制づく

り。 

・指導者、活動の評価をする組織が必要。 

・指導者が技術指導に専念でき

るように、業務ごとの分担を

する。 

 

(4)家庭の負担増 

・部活動では指導料がなかったが、地域

移行後は月謝が発生する。 

・負担できない家庭では部活動に参加さ

せられなくなる。 

・学校、地域、家庭の負担を検討

する。 

・町内企業からの協賛を検討す

る。 

(5)合同部活動 

・大会出場だけではなく普段の練習も合

同で行う必要がある。 

・小中連携も視野に入れた合同部活動の

実施 

・適切な活動日数、時間について

検討する。 

・両中学校の行事の調整をする。 

(6)活動場所 

・合同部活動を実施する場合の活動場所 

・楽器や器具の保管場所はどうするか。 

・活動場所の施解錠は誰がやるのか。 

・町内学校、社会体育施設の活用

を検討する。 
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(7)送迎、移動 

手段 

・保護者による送迎は、共働きが増えて

おり、家庭の負担となる。 

・送迎手段として、町でバスを出してほ

しい。 

・保護者としては、公共の移動手段が安

全だと感じる。 

・送迎バス等の移動手段を検討

する。 

 

(8)生徒のニーズ 

  に合った活動 

・大会で良い成績を残したい子、健康づ

くりのために継続したい子とニーズ

が様々ある。 

・部活動の選択肢が少ない。 

・活動の自由参加制について検

討する。 

・ニーズにあった活動の創設を

検討する。 
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